
【R7:先－17】
大久野島 離島の資源活用/エリア開発を担う官民連携手法検討調査

（実施主体：広島県竹原市）

竹原市基礎情報
（R7.12.31時点）
・人口：23993人
・面積：118.23km2

事業／施設概要 目的・これまでの経緯

•令和元年（2019）度：「第6次竹原市総合計画」にて
大久野島の資源活用方針を策定。

•令和4年（2022）度：観光地域づくり法人（DMO）

「竹原観光まちづくり機構」組成。地域づくりのた
めの官民連携推進を開始。

•令和5年（2023）度：観光庁「歴史的資源を活用した
観光まちづくり推進事業」に採択。バリューマネジ
メント株式会社が受託し、大久野島の持続可能な観
光まちづくりについて検討を実施。この調査におい
て、民間活力を活かす方向性と、「訪問税（法定外
税）」導入の方向性が提示された。

•令和6年（2024）度： 2025年2月に、環境省中国四国
地方環境事務所・広島事務所へ内容・スケジュール
等の共有を行った。

【事業分野：エリアマネジメント、スモールコンセッション】【対象施設：無人島近代遺構】
【事業手法：DBO方式/コンセッション方式】

調査のポイント

・遺構保存の技術的・経済的解法:老朽化する戦争遺構に対し、躯体を改変せず内部に独立構造物を設ける「Box-in-Box」方式等の有効性を
検証し、歴史的価値の保存と活用を両立させる。

・自立的経済循環の構築: 既存の「ウサギ観光」から脱却し、高付加価値な滞在型観光への転換により、事業収益を遺構保全等に再投資する
官民連携スキーム（第三セクター2.0）を構築する。

事業：国立公園としての価値と遺構の保全活用を両立させるため、専門家に
よる調査（資源・市場等）を実施し、官民連携スキームの検証及びエ
リアマネジメント計画を策定する。

施設概要：瀬戸内海国立公園「大久野島」内の旧軍関連遺構（発電所跡、火薬
庫跡等）及び園地全体。
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1. 建物・遺構の保存活用
本調査では、価値評価が不明瞭であった島内の戦争関連遺構について、建
築構造学的な視点からの健全度調査と、歴史的・文化的価値の再評価を行っ
た。
＜調査プロセス＞
・現地実測および3Dスキャン（R7.11月）：ドローン撮影及び3Dレーザー
スキャンを実施し、発電場跡、砲台跡等の現況図面を作成した。
・材料試験・破壊検査（R8.1月）：構造安全性を確認するため、コンクリ

ートコア採取（発電場跡、長浦毒ガス貯蔵庫跡）、鉄筋探査・採取、煉
瓦試験の破壊検査（火薬庫跡等）を実施した。

＜分析結果＞
・発電場跡：鉄骨SRC造。柱の鉄骨腐食や断面欠損が確認された。トラス
構造は概ね健全だが、リベット接合部の耐力検証が必要である。
・長浦毒ガス貯蔵庫跡：RC造。内壁に火炎放射器による焼却痕（爆裂）が
見られるが、躯体の厚みが十分にあり、部分的な補修で活用可能と判断
される。
・北部砲台跡：地下兵舎跡RC造ヴォールト屋根に原因不明のクラック（亀

裂）が確認され、構造的な危険性が示唆されたため、詳細な原因究明が
必要である。

＜方針＞
・老朽化した発電場跡等は、内部に独立構造物を設けることで、歴史的価
値（廃墟の真正性）を維持しつつ安全・低コストでの活用が見込まれる
「Box-in-Box」方式の採用を検討。

2. インフラ
水・電気・フェリー輸送力に物理的限界を確認。客数拡大（マスツーリズ
ム）は困難であり、既存ストックを活かした高付加価値化への戦略転換が不
可欠。

3. マーケットポテンシャル

「多島美」と「負の遺産」のコントラストは、欧米豪のダークツーリズム
市場等で高い訴求力を持つ。単なる観光に留まらない平和学習や高付加価値
観光の適地として評価。

【材料試験・破壊検査】

【3Dスキャンデータ】

調査結果①
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事業化に向けた今後の展望

Phase1：体制と事業の提案
・第三セクター2.0の提案
・事業計画策定

Phase2：計画策定と合意形成
・整備計画の策定
・事業費の負担調整
・住民／事業者／関係機関
合意形成

Phase3：許認可と実行
・公園計画変更・遺構
改修承認
・第三セクター2.0
「BAM」の設立

第１期工事分の供用開始
第２期工事着手

調査結果②

【本事業案】新法人の設計概要（今後調整）

【本事業案】関係者の役割分担と費用負担（今後調整）

政府・自治体所有施設の官民連携による活用方法（例示）

4. 官民連携スキーム

●検討プロセス

対象施設は国の行政財産であり、地元自治

体にとっても極めて重要な戦争遺構であるこ

とから、施設の整備と管理運営に民間活力を

導入するに際しても、官側の一定の関与が必

要と判断された。このため、行政財産として

の規律や戦争遺構としての社会的・文化的価

値に配慮しつつ、民間活力導入の方向性につ

いて整理を行った。その結果、新たな官民連

携スキームの構築に向けた検討を進めていく

ことが有効と考えられる。

●採用スキームと役割分担

本事業では、公共性と収益性を両立させる

「第三セクター2.0」モデルを採用する（右

図参照）。竹原観光まちづくり機構（DMO

）等が出資する新法人「株式会社BAM（仮

称）」を行政財産の貸付先とし、図の役割分

担をすることで自立的な運営管理が図られる

ものと見込んでいる。

許認可取得と第１期工事着手
・公園事業の決定・認可
・国有財産使用承認
・保全工事・整備工事

事業化にあたっての課題：環境省、財務省、竹原市など、多岐にわたる関係機関との法的な協議・調整

地域や利用者の理解を得るプロセス（合意形成）

【本事業案】官民連携スキーム図（今後調整）


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3

